
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.5%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[121,842円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.8]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.32人]
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13/18
全国市町村平均

7.33
新潟県市町村平均

8.88

(人)

11.00

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

10.07

5.45

7.057.227.35
6.906.97

H21H20H19H18H17

7.32
7.477.65

7.887.94

公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [130.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

新潟市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
財政力・・・
　 景気低迷による法人関係の減収などから前年度と比較して０．０１悪化し，類似団体と比較し
ても０．１７下回っている。今後は「新潟市行政改革プラン２０１０」に基づく歳入の確保や歳出の
削減に努めるとともに，雇用の確保，拠点性の強化，交流人口の拡大などによる税収基盤の強
化に取り組んでいく。

経常収支比率・・・
　 歳入面においては，前年度と比較すると，市税が２．８％減，軽油・自動車取得税交付金が１
２．２％減となったものの，普通地方交付税が４．９％，臨時財政対策債が５５．２％それぞれ増と
なったため，総額で０．４％の伸びとなった。
  一方，歳出面においては，職員数の削減などによる人件費の２．０％減はあったものの，医療
費助成など扶助費が５．５％増，企業会計に対する繰出金の増加に伴う補助費等が４．８％増と
なり，総額で２．０％増となった。
　 類似団体平均を大幅に下回っているものの，経常収支比率は前年度と比較して１．５悪化して
いることもあり，引き続き積極的な行財政改革に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額・・・
　 職員数の削減などにより人件費が減少したものの，除雪対策費などにより維持補修費が増加
したため，前年度より増加した。依然として類似団体平均を上回っており，今後更なる行財政改
革への取り組みを通じて事務事業の見直しを図るなど，サービス水準を保ちながら経費節減に
努める。

ラスパイレス指数・・・
　昇給延伸や退職者数の増加等により，指数は類似団体の中でも下位にある。今後もより一層
の給与の適正化に努める。

将来負担比率・・・
　 職員数の削減に伴う，退職手当負担見込額の減などにより前年度と比較して比率は５．３良
化し，類似団体と比較しても低い水準となっている。
　 今後，社会福祉関係経費や合併建設計画をはじめとする社会資本整備の推進など多くの財
政需要が見込まれるが、指標の動向を注視しながら，引き続き適正な財政運営に努める。

実質公債費比率・・・
   公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金が，前
年度に引き続き減少したことに伴い，比率は前年度よりも良化しており，類似団体平均を下回って
いる。
　 ただし，元利償還金の額は増加しているため，今後は新規発行額の抑制に努め，実質公債費
比率の上昇を抑える。

人口1,000人当たりの職員数・・・
   近隣１３市町村との合併に伴い，区役所等の出先機関や農業部門に多くの職員を配置している
ことや公立保育園が多いことなどから，類似団体平均を上回る状況となっている。
　 定員適正化計画の実施により，平成２１年度では普通会計で１１６人の職員数削減を行った。
   平成１７年度から平成２１年度の計画全体では普通会計の数値目標が５００人の削減であった
が，実績では５０５人の削減となった。
   定員適正化計画は終了したが，引き続き新定員配置計画を推進し，一層の人員の適正化に努
める。


